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第４章 施策の展開 

基本目標１ こどもの心身の健やかな成長を愛情をもって支える地域づくり 

○● 現状と課題 ●○ 

○令和６年度現在、本市には保育園が９園、認定こども園が５園、小規模保育施設が２園あり

ます。また、４園で延長保育事業を、４園で一時預かり事業を実施しています。 

○令和６年度までの５年間においては、市内に待機児童はおらず、教育・保育事業の利用を希

望するすべてのこどもを受け入れることができています。 

○アンケート調査結果をみると、平成 30 年度の調査結果と比較して、フルタイムまたはパー

ト・アルバイト等で就労している就学前児童の母親の割合が増加しています。また、こうし

た共働き世帯の増加や子育て世帯の経済状況の変化等を受けて、保育事業へのニーズが高ま

っており、特に０～２歳児の入所希望が増加傾向にあります。こうした利用ニーズの高まり

に応える保育士の確保が課題となっています。 

○仕事などによって放課後に保護者が家庭にいない小学生に対し、安全・安心な居場所を提供

する放課後児童クラブを、市内 12 箇所で実施しています。令和２年度以降の利用実績をみ

ると、高学年の児童による利用が増加傾向にあり、特定の児童が長期間にわたって利用する

ケースが多くなっていることがうかがえます。 

○保育園・認定こども園のほかに、こどもが気軽に集まり、遊ぶことができる施設として、児

童館１箇所と、地域子育て支援センター３箇所があります。これらの施設では、ブックスタ

ートやベビーマッサージ、親子で一緒に行う運動教室や体験教室、リトミックなどの各種行

事を実施するとともに、保護者に対して子育てに対する相談支援やセミナー等を実施してい

ます。 

○児童館や地域子育て支援センターでは、こどもおよび保護者に向けた各種イベントを実施し

ており、保護者同士の交流促進や子育て世帯の孤立防止につながる取り組みであることから、

事業について広く周知していくことが必要です。 

○地域社会に根差した学校づくりとこどもたちの地域への愛着の醸成を図るため、令和４年度

までに市内の全小中学校をコミュニティ・スクール（学校運営協議会を設置した学校）化し、

各学校におけるニーズや課題、地域の実態に即した学校運営を図っています。 

○情報技術の発展に加え、ＡＩやロボットなどの先端技術を活用して人々のニーズに応える社

会「Society5.0」への対応を見据え、教育現場におけるＩＣＴ機器の整備が推進されていま

す。今後は、ＩＣＴを活用することだけでなく、これからの社会で活躍するうえで必要不可

欠である情報活用能力を育成する教育を展開することが必要です。 
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基本施策１ 教育・保育事業および地域子ども・子育て支援事業の充実 

●保護者の就労状況の多様化や共働き世帯の増加等の現状を踏まえて、市内の保育園・認定こ

ども園、小規模保育施設等において、待機児童を出さない受け入れ体制の確保を図ります。

また、受け入れ体制に必要な保育士等の人材確保を図ります。 

●こどもに適切な遊びや学習の場、保育を提供する事業である地域子ども・子育て支援事業に

ついて、提供体制の充実を図ることで、保護者の子育てにおける負担軽減を図ります。また、

それぞれの子育て世帯が適切なサービスを受けられるよう、利用者支援事業（コンシェルジ

ュ）の実施体制の確保に努めます。 

●教育・保育施設および地域型保育事業者の相互連携については、認定こども園・幼稚園・保

育所と地域型保育事業者との契約等の締結等、両者の適切な連携を支援します。 

 

○● 主な取り組み ●○ 

通常保育事業（保育） 

就労その他の理由により家庭での保育が困難な就学前のこどもについ

て、各園の規定に基づく保育を実施します。また、適切なサービス提供体

制の整備による待機児童ゼロの継続に努めます。 

子ども子育て課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

定員 1,062人（待機児童ゼロ） 定員 1,062人（待機児童ゼロ） 

 

通常保育事業（教育） 

保育の必要性の低い３歳から小学校就学前のこどもを預かり、各園の規

則に基づく幼児教育を実施します。 
子ども子育て課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

定員 292 人 定員 292 人 

 

低年齢児保育事業 

生後８か月未満のこどもの保育の受け入れを実施します。 子ども子育て課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

１園で実施 ２園で実施 

 

延長保育事業 

多様なニーズに対応するため、市内４園にて、標準保育時間（11時間）

以外の時間において、時間外保育を実施します。また、利用ニーズの高ま

りを踏まえた体制を検討していきます。 

子ども子育て課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

213 人 200人 

 



第３期牧之原市子ども・子育て支援事業計画 

46 

 
 

放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ運営事業） 

就労等の理由により、放課後に保護者が家庭にいない小学生に適切な遊

びや生活の場を提供します。また、運営にかかわるスタッフの確保とサー

ビスの質の向上を図っていきます。 

子ども子育て課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

全小学校（９校）に 12箇所を設置・運営 
全小学校（９校）12箇所の運営を継続 

榛原地域義務教育学校放課後児童クラブを建設 
 

子育て短期支援事業（ショートステイ） 

保護者の疾病等により、家庭での養育が一時的に困難となっているこど

もについて、法人に委託することにより施設や里親にて預かり、必要な養

育・保護を行います。 

福祉相談課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

１箇所で実施（委託） １箇所での実施（委託）を継続 
 

地域子育て支援拠点事業（子育て支援センター） 

市内３箇所の子育て支援センターにて、こどもおよび保護者同士の交流

の場の提供や育児に関する相談支援・講習会、ブックスタート等を実施し

ます。 

福祉相談課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

拠点３箇所 

子育て支援センター榛原 

子育て支援センター相良「あそぼっと」 

みのり子育て支援センター 

拠点３箇所を維持 

子育て支援センター榛原 

子育て支援センター相良「あそぼっと」 

みのり子育て支援センター 
 

一時預かり事業（教育） 

幼稚園等における預かり事業として、通常の預かり時間を超えて園児を 

預かります。 
子ども子育て課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

４園（延べ 14,868人） ４園（延べ 14,000人） 
 

一時預かり事業（保育） 

保護者の急病や私用等を理由とする、緊急または一時的な保育を実施し

ます。今後も利用者のニーズに対応していきます。 
子ども子育て課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

延べ利用者数 541人 延べ利用者数 500人 

 

子育て支援センター相良「あそぼっと」のようす 
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病児・病後児保育事業（病後児保育） 

病後のこどもを、保育所等に付設された専用スペースにおいて、看護師

等による一時的な保育を実施します。また、病児保育の実施について、実

施に向けて市内の病院等との協議・検討を行います。 

子ども子育て課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

病後児保育のみ実施 病後児保育の実施を継続 

 

ファミリー・サポート・センター事業 

援助を受けたい保護者（おねがい会員）および援助を行いたい人（まか

せて会員）からなるファミリー・サポート・センターを運営します。制度

の周知を通じて、会員数の増加および利用促進を図ります。 

子ども子育て課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

会員数 293人・支援数 286件（令和５年度） 会員数 350人・支援数 340件 

 

利用者支援事業（コンシェルジュ） 

こどもや保護者、妊婦等が教育・保育・保健その他の適切な子育て支援

を円滑に利用できるよう、相談・助言を行います。また、相談・助言を行

うために必要な体制を確保します。 

子ども子育て課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

１箇所で実施 １箇所での実施を継続 

 

 

基本施策２ こどもを安心感で包み込む教育・保育環境の充実 

●こどもたちに質の高い保育サービスを提供できるよう、こどもたちと日々接している保育士

の活動に対する支援を充実します。また、公立保育園・認定こども園の「牧之原市保育園等

施設マネジメント計画」を推進し、安定した教育・保育提供体制の確保を図ります。 

●ＩＣＴを活用した教育に必要な設備の整備や人材活用、コミュニティ・スクールとしての小

中学校の運営等を通じて、こどもたちの学力向上を支える教育環境を整備していきます。 

●こどもたちが安全かつ快適に過ごすことができる環境を整備するため、子育て関連施設の環

境の改善に取り組んでいきます。また、屋内型子育て支援施設や幅広い年代の方々が交流で

きる場の整備についても、検討を進めていきます。 

●新たな通園給付である乳児等通園支援事業（「こども誰でも通園制度」）について、現行の

教育・保育給付とは別に、月一定時間までの利用可能枠の中で、就労要件を問わず柔軟に  

利用できる新たな通園給付を令和８年度から実施します。 
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○● 主な取り組み ●○ 

乳児等通園支援事業（こども誰でも通園制度） 

すべてのこどもの育ちを応援し、こどもの良質な育成環境を整備すると

ともに、すべての子育て家庭に対して、多様な働き方やライフスタイルに

かかわらない形での支援を強化するため、月一定時間までの利用可能枠の

中で、就労要件を問わず時間単位で柔軟に利用できる通園給付制度です。 

子ども子育て課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

（令和８年度から開始予定） 

０歳児延べ受け入れ人数 88人 

１歳児延べ受け入れ人数 88人 

２歳児延べ受け入れ人数 53人 

 

児童館運営事業 

就学前から 18歳までの幅広い児童・生徒を対象に、児童館を運営しま

す。また、こどもたちへの健全な遊びの機会の提供を通じて、心身の健康

を増進するとともに、豊かな情操を養成することを目的とした事業を実施

します。 

福祉相談課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

１館を運営 １館の運営を継続 

 

保育士研修事業 

市内で保育事業および地域こども・子育て事業に従事している保育士の

スキルアップを図るため、定期的な研修会等を実施します。効果的な研修実

施に向けて、研修の回数や開催時期・時間について随時検討していきます。 

子ども子育て課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

年 23回の研修会を実施 年 20回以上の研修会を実施 

 

教育・保育施設等に対する適切な指導監査の実施 

教育・保育施設等において、法令に基づき実施する指導監査については、

園児の安全、教育・保育の質の確保および適切な施設運営がなされるよう、

年１回以上の指導監査を行います。 

子ども子育て課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

年１回の実施 年１回の実施を継続 
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園巡回訪問事業 

保育園・認定こども園での生活への不適応がある園児や発達に課題があ

る園児の早期支援、虐待予防を図るため、各園における臨床心理士による

助言・指導を通じて、就学にあたり支援が必要とみられる園児の把握・観

察・聞き取りを行い、就学支援へとつなげます。 

福祉相談課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

市内全園で実施 

年中児 １回／年 

年中児以下 １回／年 

市内全園での実施を継続 

年中児 １回／年 

年中児以下 １回／年 

 

公立保育園等施設マネジメント検討事業 

公立教育・保育施設の運営や適正配置などの目指すべき姿、そのための

具体的な取り組みをまとめた「牧之原市保育園等施設マネジメント計画」

に基づく、公立保育園の民営化・適正配置等のマネジメントに努めます。 

子ども子育て課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

計画に基づく施設の民営化・適正配置等の実施 計画に基づく施設の民営化・適正配置等の実施 

 

新しい学校づくり事業 

安全・安心で時代に対応した教育環境の実現を図るため、「未来の子ど

もたちの新しい学校づくり計画（学校再編計画）」や「牧之原市義務教育

学校施設整備基本構想・基本計画」に基づき、２校の義務教育学校を設置

に向けた取り組みを推進します。 

学校再編推進室 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

計画に基づき実施 

計画に基づき実施 

榛原地域：令和 12年度開校予定 

相良地域：令和 15年度開校予定 

 

理科支援員配置事業 

市内のすべての小学校に理科支援員を配置し、実験の準備やこどもの学

習支援を通じた理科の授業の質の向上を図ります。 
学校教育課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

〇理科支援員４名の配置 

〇理科の授業を 

「わかる」と回答した小学生 95％ 

「楽しい」と回答した小学生 90％ 

（参加者アンケート・令和５年度実績） 

〇継続して配置（生徒数に応じて配置） 

〇理科の授業を 

「わかる」と回答した小学生 100％ 

「楽しい」と回答した小学生 100％ 

（参加者アンケート） 
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ＩＣＴ活用推進事業 

ＩＣＴを活用した授業の実践を図るため、児童・生徒に一人１台ずつの

タブレット端末の支給や、ＩＣＴ支援員による機器の使い方・管理へのサ

ポート、学校施設におけるＷｉ－Ｆｉ環境の整備、プログラミング教育の

推進等に取り組みます。また、学習内容のさらなる向上に向けて、ＡＩ機

能等も活用した効果的な学習支援ソフトの導入等についても検討してい

きます。 

学校教育課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

〇一人１台端末の導入 

〇ＩＣＴ支援員の配置 

〇校内Ｗｉ－Ｆｉ整備 

〇モバイルＷｉ－Ｆｉルーターの整備 

〇全校にＩＣＴ支援員の配置 

〇ＡＩドリル・生成ＡＩソフトの導入 

〇特別教室を含む全教室へのＷｉ－Ｆｉ整備 

 

学校支援地域本部事業 

コミュニティ・スクールの整備や今後の義務教育学校開校等を踏まえな

がら、地域と学校の連携による、よりよい教育環境の整備を図ります。 
社会教育課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

市内全小中学校にＣＳＤ（コミュニティ 

スクールディレクター）を配置 

義務教育学校の開校に向け、市内全小中学校の

ＣＳＤ（コミュニティスクールディレクター）

を含めた会議の場を設置 

 

学校図書館司書配置事業 

学校図書館専門の司書を配置し、図書館の整備や本の貸し出し業務、学

校の授業における本・資料の活用への支援を行います。 
学校教育課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

学校司書５名の配置 学校司書５名の配置を継続 

 

子どもの学びを共有できる場の創設・コミュニティ・スクールの運営 

市内の全小中学校について、保護者や地域住民で構成される学校運営協

議会の意見を踏まえながら運営するコミュニティ・スクールとし、地域と

ともにある学校を目指します。 

学校教育課 

社会教育課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

年間３～４回の学校運営協議会を実施 

各校の活動を継続するとともに、再編後の 

コミュニティ・スクールのあり方についても 

検討する 
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基本目標２ 子育て世帯をあたたかく見守り、安心してこどもを産み育てら

れる環境づくり 

○● 現状と課題 ●○ 

○本市の出生数の減少は、若者世代の流出と合わせて、晩婚化・未婚化が進行していることが

大きな要因であると考えられます。本市では、これらの課題の解決に向けて、令和５年度か

らスタートした「第３次牧之原市総合計画」に基づき、定住に関する魅力の向上に取り組ん

でいます。 

○本市の出生数は、平成 30 年において 276 人でしたが、令和５年には 167 人となっており、

５年間のうちに約４割も減少しています。この減少幅は近隣市町と比較しても大きいものと

なっており、こどもを産み育てることに希望を持てる環境づくりが重要になっています。 

○こどもを産み育てることをためらう要因としては、個人のライフスタイルや価値観の多様化、

親になる若者および子育て世帯の経済状況や、出産への不安、将来への不安、育児に対する

不安等が挙げられます。こどもを持つことを望む人が前向きに考えられる支援体制を充実 

させることが、必要不可欠となっています。 

○安全・安心な出産と子育ての開始をサポートするため、妊産婦健康診査事業や妊娠・出産包

括支援事業、乳児家庭全戸訪問事業等を通じた妊娠・出産・子育てへの切れ目ない支援を図

っています。また、妊産婦特定疾病医療費助成や心身のケア等、何らかの支援を必要とする

妊産婦が増加傾向にあることを踏まえて、医療機関等と連携した早期支援・早期把握を図る

体制の充実を図っています。 

○乳幼児健康診査は、乳幼児の健全な発育・発達を図るうえで必要不可欠な取り組みであるこ

とから、訪問やはがき、メール等による受診勧奨を行っています。その結果、ほぼ 100％に

近い受診率を維持することができています。今後も引き続き、確実な受診につなげる取り組

みが必要です。 

○アンケート調査結果をみると、子育てについて不安や負担を感じていると回答した保護者の

割合は、平成 30 年度の調査結果と比較してほぼ横ばいとなっています。また、充実を図っ

てほしい子育て支援策として「公園・児童館の整備」や、「夜間や休日における小児科の利

用体制の整備」などが特に多く挙がっており、これらは優先順位の高いニーズであるといえ

ます。 

○子育て世帯への相談支援体制の充実を図るため、令和６年度に「こども家庭センター」を設

置しました。この「こども家庭センター」は、母子保健に係る相談支援と、児童福祉に係る

相談支援をワンストップで行う総合相談窓口であり、本市の相談支援体制における中核的機

能を担うことが期待されます。 

○アンケート調査結果をみると、子育てに関する相談をする相手がいない保護者が一定数いる

ことがうかがえます。このような子育て世帯の孤立を防ぐために、相談窓口について広く周

知していくとともに、地域全体で子育て世帯を支える取り組みを充実させることが必要です。 
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○子育て支援連携システム「まきはぐ」、ＳＮＳ発信「マキココ」、「子育てだいじょうぶっ

く」配布などを活用した、子育て世帯への効果的な情報発信に取り組んでいます。「行政の

相談窓口がどこにあるかわからない」といった意見等も踏まえながら、子育て世帯を確実に

事業や支援につなぐわかりやすい情報発信を図ることが必要です。 

 

基本施策１ 安全・安心な出産と子育ての始まりに向けた妊産婦への支援 

●妊婦の安全・安心な出産が可能となるよう、妊婦健康診査を適切な時期に受診することの推

進や妊婦訪問を通じて、妊娠期の不安の軽減を図るとともに、家庭が赤ちゃんを迎える準備

を支援します。また、専門職による妊娠時からの継続的な相談支援を行います。さらに、妊

娠から出産に至るまでの経済的支援として、通院のための交通費等の助成や妊娠に起因する

疾病の医療費等の助成を継続していきます。 

●出産を終えた母親が疲れや不安なく子育てを開始することができるよう、産後の心身の回復

をサポートする産後ケアの充実を図ります。また、何らかのケアが必要とみられる母親に対

しては、関係機関と連携した早期介入・早期支援に努めます。 

●乳児家庭全戸訪問事業や養育支援訪問事業を通じて乳幼児を育てる家庭の状況を把握し、子

育てに関する相談支援・情報提供を行うとともに、支援が必要とみられる家庭の養育環境の

改善を図ります。 

 

○● 主な取り組み ●○ 

妊産婦健康診査事業 

妊娠期間中を健やかに過ごし、こどもを安全に出産できるよう、妊婦健

康診査を着実に実施するとともに、健康診査を通して把握した妊婦の悩

み・不安等について、医療機関と連携しながら対応します。 

また、産後うつの予防や新生児への虐待予防を図るため、産後２週間と

１か月の時期において産婦健康診査を医療機関で実施するとともに、エジ

ンバラ問診票の結果に応じた早期介入および産後ケア事業等へつないで

いきます。 

健康推進課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

対象者に 100％の周知・受診勧奨 対象者に 100％の周知・受診勧奨 

 

妊婦訪問事業 

初妊婦および母子健康手帳交付時に訪問の必要性があると判断した妊

婦の家庭を訪問し、妊娠期の不安を和らげるとともに、出産に向けた家庭

環境を整える支援を行います。また、継続してフォローが必要とみられる

妊婦については、訪問後も面談を継続し、出産および産後の生活への不安

の軽減を図ります。 

健康推進課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

85件（実施率 85.9％） 実施率 85％ 
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妊娠・出産包括支援事業（妊婦等包括相談支援事業） 

すべての妊産婦・子育て家庭が安心して出産・子育てができるよう、妊

娠時から出産・子育てまで、保健師等の専門職による伴走型の相談支援を

継続的に実施します。また、支援が必要とみられるこどもおよび保護者に

ついては、関係機関による各種会議の場を活用して情報共有をし、適切な

支援につなげます。 

健康推進課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

実施（介入率 100％） 実施（介入率 100％） 

 

妊産婦通院等支援事業 

妊産婦の経済的負担の軽減を図るため、市内の産婦人科病院休診に伴う

対応として、妊産婦の通院等に要する費用の一部を助成します。また、電

子マネーによる支給の導入など、市民にとって使いやすい仕組みについて

も検討します。 

健康推進課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

実施（180人） 実施（市民に使いやすい仕組み等の導入） 

 

妊産婦特定疾病医療費助成事業 

妊娠により起こりやすい病気の早期発見・治療のために、治療にかかっ

た医療費の一部を助成します。 
健康推進課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

対象者全員に助成 対象者全員への助成を継続 

 

乳児家庭全戸訪問事業 

生後４か月以内の乳児がいるすべての家庭を訪問し、子育てに関する情

報提供や養育相談等を行います。また、産後間もない保護者からのニーズ

を踏まえて、子育て支援サービスや制度に関する情報提供の充実を図ると

ともに、相談内容に応じて子育てコンシェルジュ等との連携を図ります。 

健康推進課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

184人・訪問実施率 99.5％ 
訪問実施率 100％ 

（生後４か月以内に全員への訪問を実施） 

 

養育支援訪問事業 

家庭での養育について支援が必要とみられる家庭を訪問し、養育に関す

る専門的相談支援を行います。 
福祉相談課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

相談支援 28件 相談支援 50 件 
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産後ケア事業 

出産後の不安が強い母親に対し、助産師等による宿泊型、日帰り型、訪

問型の支援により、心身のケアや授乳へのケア、身体の回復や心のリフレ

ッシュ等を図り、安心して育児に取り組めるよう支援します。 

健康推進課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

実施（17回） 実施（必要な産婦への周知 100％） 

 

 

基本施策２ 健康的なこどもを育てる体制の整備 

●乳幼児健康診査を実施するとともに、栄養指導や歯科指導、健康相談等を通じて乳幼児の健

康的な生活習慣の定着を図ります。 

●夜間・休日でも安心して受診することのできる小児医療体制の整備に努めます。また、地域

の医療従事者の確保を図ります。 

 

○● 主な取り組み ●○ 

乳幼児健康診査および相談事業 

１歳６か月児および３歳児を対象とする乳幼児健康診査や２歳児および

２歳６か月児を対象とする歯科健診等の機会において栄養指導や歯科指導、

健康相談等を実施し、保護者がこどもの成長・発達に応じた子育てができる

よう支援します。また、心配のある児の早期発見・早期支援のため、臨床心

理士と保健師がスクリーニングを実施します。 

健康推進課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

１歳６か月児健診受診率：98％ 

３歳児健診受診率：103％ 
受診率を 100％に近づける 

 

予防接種事業 

こどもの健康の保持および感染症のまん延防止を図るため、集団・個別

接種による定期予防接種を実施するとともに、接種勧奨を行います。 
健康推進課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

ＢＣＧ接種率：97.9％ 

ＭＲ１期接種率：99.0％ 
接種率を 100％に近づける 
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医療体制整備事業・地域医療対策事業 

こどもが地域で安心して医療を受けることができるよう、夜間・休日の

診療を含む医療提供体制を整備します。また、地域の魅力の発信等を通じ

て、医療従事者の確保を図ります。 

健康推進課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

休日当番医の実施 

救急医療センターによる夜間診療の実施 

榛原総合病院における小児診療の充実 

体制を継続するとともに、近隣の各病院との

連携を推進する 

 

地域医療振興事業 

医師等が本市にて開業する際、土地・建物・設備等の整備に必要な資金

を助成します。また、より活用しやすい制度となるよう、補助金交付要綱

の見直しを図ります。 

健康推進課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

平成 28年度から令和５年度までに交付３件 
継続 

（活用しやすい開業資金補助制度の導入） 

 

 

基本施策３ 子育てへの不安や負担感を軽減する支援体制の整備 

●子育て支援連携システム事業「まきはぐ」を活用して、それぞれの子育て世帯に必要な情報や

子育て関連制度に関する情報発信に努めます。また、子育て情報をガイドブックにまとめて

子育て家庭に届けるとともに、本市で子育てをすることの魅力を市内外に向けて発信します。 

●「こども家庭センター」をはじめとする各種窓口における相談支援体制の充実に努めるとと

もに、どこに相談へ行けばよいかがわかるよう、相談窓口に関する情報を広く発信します。

また、相談窓口間の連携強化および相談窓口と専門的な支援を行う関係機関の連携強化を図

ります。 

●新たに地域子ども・子育て支援事業に位置付けられた、こどもおよび保護者に専門的な支援

を行う「子育て世帯訪問支援事業」「児童育成支援拠点事業」「親子関係形成支援事業」に

ついて、実施体制の整備を図ります。 

●保護者に、子育てに関するノウハウを提供する講座・セミナーを開催し、夫婦が協力して子

育てに取り組むことの重要性について啓発します。また、講座・セミナーの場における保護

者同士の交流や情報交換を促進します。 
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○● 主な取り組み ●○ 

子育て応援システム（子育て支援連携システム事業（まきはぐ）） 

妊婦から中学生までの保護者の子育て家庭への支援を図るため、保護者

の登録によって本市と子育て家庭が情報を共有する「子育て応援システ

ム」を運営し、各園や学校からのお知らせ、健康診査・相談・教室等の案

内等を各子育て家庭に発信します。 

子ども子育て課 

健康推進課 

学校教育課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

〇妊婦～子が中学生までの登録者数 4,194人 

〇登録率 92.1％ ※いずれも４月末日時点 
登録率 95.0％ ※４月末日時点 

 

まきのはら子育て総合サイト（子育て支援連携システム事業（まきはぐ）） 

妊婦から中学生までの保護者の子育て家庭への支援を図るため、各子育

て家庭が必要としている情報を取得し、サービスを利用できるよう、子育

て関係情報を広く公開する「まきのはら子育て総合サイト」を運営します。 

子ども子育て課 

健康推進課 

学校教育課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

実施 実施を継続 

 

子育てだいじょうぶっく作成事業 

子育てにおいて役立つ情報を紹介するガイドブックを作成し、市役所や

関係施設、市内の医療施設等を通じて子育て家庭に配布します。また、市

ホームページにおいて電子版を掲載します。 

子ども子育て課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

カラー版冊子 1,200部配布＋電子版掲載 カラー版冊子 1,200部配布＋電子版掲載 

 

地域情報共有推進事業（マキココ） 

本市で子育てをしている保護者（「ママ特派員」）の協力を得ながら、

市内の子育て関係情報をＳＮＳで発信し、子育て家庭との情報共有や子育

て家庭同士の共感・交流の促進を図ります。 

子ども子育て課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

〇Instagramフォロワー数：2,243人 

（令和６年４月時点） 

〇投稿数：119件（令和５年度） 

〇Instagramフォロワー数：3,000人 

（令和 11年４月時点） 

〇投稿数：130件（令和 10 年度） 

 

こども家庭センター事業 

こどもと妊産婦の健康保持についての相談支援を行う「子育て世代包括

支援センター」の機能と、こどもの福祉についての相談支援を行う「子ど

も家庭総合支援拠点」の機能を併せ持つ「こども家庭センター」を運営し、

子育て家庭の悩み・不安を各部門の職員が連携・協力しながら、それぞれ

の家庭の状況に応じた切れ目ない相談支援を行います。 

福祉相談課 

健康推進課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

令和６年４月設置 実施を継続 
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利用者支援事業（コンシェルジュ）【再掲】 

こどもや保護者、妊婦等が教育・保育・保健その他の適切な子育て支援

を円滑に利用できるよう、相談・助言を行います。また、相談・助言を行

うために必要な体制を確保します。 

子ども子育て課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

１箇所で実施 １箇所での実施を継続 

 

育児相談事業 

子育て支援センターおよび児童館に保育士等の専門職を配置し、育児に

関する相談対応を行います。また、専門性を要する相談内容に対しては、

適切な支援機関につなげます。 

福祉相談課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

専門職の配置数 

子育て支援センター榛原２名 

子育て支援センター相良６名 

児童館３名 

専門職の配置数を引き続き確保 

子育て支援センター榛原２名 

子育て支援センター相良６名 

児童館３名 
 

家庭児童相談事業 

家庭児童相談員や女性相談支援員、社会福祉士、保健師等を配置し、児

童虐待や家庭内暴力（ＤＶ）等に関する相談支援を行います。また、こど

もがかかわる相談内容については、必要に応じて臨床心理士等と連携した

対応を図ります。 

福祉相談課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

相談員６名 相談員６名を引き続き確保 

 

福祉総合相談事業（社会福祉協議会事業） 

社会福祉協議会が実施する福祉総合相談において、子育てに関する相談

に応じるとともに、関係機関と連携した対応を図ります。また、日々の相

談業務を通じて、支援につながる地域活動についての把握を図ります。 

社会福祉課 

（社会福祉協議会） 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

相談事業の実施 
相談事業の継続実施および 

各関係機関との連携強化 

 

家庭教育学級推進事業 

小中学生の保護者を対象に、家庭における教育についての学習会を開催

するとともに、家庭教育に取り組む保護者同士の、悩みや不安を共有でき

る関係の構築を図ります。 

社会教育課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

市内全小中学校において実施 
親同士が仲良く活動できるような 

カリキュラムを工夫し、提案実施する 
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つながるシート活用促進事業 

子育てや家庭教育について、親同士が話し合いをするときに使うワーク

シートである「つながるシート」を活用し、保護者同士が交流し、ともに

学ぶことによる家庭教育の向上を図ります。また、保護者に向けて、「つ

ながるシート」の正しい活用方法について周知し、利用促進を図ります。 

社会教育課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

市内小中学生の保護者につながるシートを 

配布し、活用方法を周知 

家庭教育学級実施説明会（年２回）で 

つながるシートの活用を紹介し活用を促す 

 

子育て世帯訪問支援事業 

家事・子育て等に対して不安・負担を抱えている子育て世帯や妊産婦、

ヤングケアラーなどのいる家庭を訪問し、家庭が抱える悩みや不安を把握

するとともに、家事・子育て等の援助、その他必要な支援を行います。 

福祉相談課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

家事育児支援４件 家事育児支援 10件 

 

児童育成支援拠点事業（子ども第三の居場所事業） 

養育環境等に課題を抱える、家庭や学校に居場所のない児童等に対し

て、児童の居場所となる場を開設し、児童とその家庭が抱えるさまざまな

課題に応じて、生活習慣の形成や学習支援、進路等に関する相談支援等を

行うことで、児童および家庭の状況を把握し、関係機関等の連携を含めて

児童一人ひとりに応じた支援を包括的に提供します。 

福祉相談課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

開設準備中（建設中） 
開所 ３回／週 

受け入れ人数 ７人以上／日 

 

親子関係形成支援事業 

児童とのかかわり方や子育てに悩みや不安を抱えている保護者およびそ

の児童に対し、講義やグループワーク、ロールプレイ等を通じて、児童の

心身の発達の状況等に応じた情報提供や相談支援・助言等を実施します。 

福祉相談課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

参加者 75人（令和５年度） 参加者 102人 

 

子育て支援セミナー開催事業 

家事・子育てのスキル向上を支援することで育児における不安や負担の

軽減を図るため、適切な家庭での保育への支援や孤立気味の保護者の仲間

づくりを目的としたペアレントプログラムや、プログラム参加者のその後

のフォローを行うペアレントプログラム・アゲインなどの参加者中心型プ

ログラムを実施します。 

福祉相談課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

参加者 75人 参加者 75人 
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まきたまクラブ 

育児に必要な知識や技術、父親の育児への参加の必要性について保護者

に伝える講座を開催します。初めて子育てに取り組む保護者に対して伝え

たい内容を扱っていることから、初産婦をはじめとする保護者に対して事

業について周知し、参加促進を図ります。 

健康推進課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

初妊婦参加率 50.7％ 初妊婦参加率 60％以上 

 

 

基本施策４ 地域全体でこども・子育て世帯を支える取り組みの推進 

●子育て支援グループや子育てサポーターの活動支援を通じて、地域全体でこどもを育てる機

運の醸成を図ります。また、子育て支援の担い手の確保・育成に努めます。 

●子育てと仕事の両立を支えるとともに、必要な産前・産後休業や育児休業を取れる労働環境

の構築に向けて、関連情報の周知を通じて事業者の理解促進を図ります。 

 

○● 主な取り組み ●○ 

子育て支援グループ育成事業（「みらい子育てネット牧之原」） 

地域で活動する子育て支援グループ「みらい子育てネット牧之原」が行

うセミナーや保護者同士の交流会等の活動を支援します。 
子ども子育て課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

15サークルが活動中 15サークルの活動維持 

 

子育てサポーター養成事業 

子育てに関するセミナーのファシリテーターや、子育て支援センターな

どにおける託児を担う託児サポーター等の、地域で子育てを応援するサポ

ーターについて、担い手の確保・養成に努めます。 

福祉相談課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

登録サポーター51人 登録サポーター50人程度を維持 

 

しずおか子育て優待カード普及事業 

県内の協賛店舗で特典を得ることができる「しずおか子育て優待カー

ド」について、対象となる年代の児童を持つ保護者への配布・利用説明を

通じて普及を図るとともに、市内における協賛店の確保を図ります。 

子ども子育て課 

商工企業課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

協賛店 141店舗 協賛店 150店舗 
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労働環境整備事業 

子育て家庭が安心して働ける・必要な育児休業を取ることができるよ

う、市内の企業・事業所等に対し、育児・介護休業等の制度や関連法制度

の改正に関する情報について提供し、普及・啓発を図ります。 

また、牧之原市ビジネスサポートデスク「まきサポ」に社会保険労務士

を配置し、市内の企業・事業所等からの労働環境の整備に関する相談に対

応します。 

商工企業課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

まきサポにおける社会保険労務士による相談：

11回 

まきサポにおける社会保険労務士による相談：

15回 

 

民生委員・児童委員声かけ事業 

民生委員・児童委員による、子育て家庭への積極的な声かけと見守り活

動を行います。 
社会福祉課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

小学校の登下校時の見守り活動の実施 小学校の登下校時の見守り活動を継続 

 

 

基本施策５ こどもや保護者が気軽に集える場所の充実 

●こどもや保護者が、気軽に足を運び、遊びやリフレッシュ、交流することのできる施設の充

実を図ります。 

●こどもが、家庭以外に遊びや学習活動を行い、自分らしく過ごすことのできる居場所づくり

を図ります。 

 

○● 主な取り組み ●○ 

児童館運営事業【再掲】 

就学前から 18歳までの幅広い児童・生徒を対象に、児童館を運営しま

す。また、こどもたちへの健全な遊びの機会の提供を通じて、心身の健康

を増進するとともに、豊かな情操を養成することを目的とした事業を実施

します。 

福祉相談課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

１館を運営 １館の運営を継続 
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地域子育て支援拠点事業（子育て支援センター）【再掲】 

市内３箇所の子育て支援センターにて、こどもおよび保護者同士の交

流の場の提供や育児に関する相談支援・講習会、ブックスタート等を実施

します。 

福祉相談課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

拠点３箇所 

子育て支援センター榛原 

子育て支援センター相良「あそぼっと」 

みのり子育て支援センター 

拠点３箇所を維持 

子育て支援センター榛原 

子育て支援センター相良「あそぼっと」 

みのり子育て支援センター 
 

児童放課後学習支援事業（放課後子ども教室） 

小中学校において、放課後の時間を活用し、学校の教室において学習支

援サポーターと連携しながら学習支援や学習相談を行い、基礎的な内容を

身につけるための場を提供していきます。 

学校教育課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

「わからないことがわかるようになった」 

小学生：93％、中学生：91％ 

（参加者アンケート・令和５年度実績） 

「わからないことがわかるようになった」 

小学生：95％、中学生：95％ 

（参加者アンケート） 
 

こども食堂への支援 

貧困世帯のこどもや、家庭においてひとりで食事を取っているこどもに

対し、ボランティアが主体となって食事と居場所を提供する「こども食堂」

の、運営への補助を行います。また、周知を通して利用促進を図ります。 

福祉相談課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

市ホームページに実施団体を掲出して周知 
市ホームページに実施団体を掲出して周知 

のうえ、当該団体への補助事業を実施 
 

児童育成支援拠点事業（子ども第三の居場所事業）【再掲】 

養育環境等に課題を抱える、家庭や学校に居場所のない児童等に対し

て、児童の居場所となる場を開設し、児童とその家庭が抱えるさまざまな

課題に応じて、生活習慣の形成や学習支援、進路等に関する相談支援等を

行うことで、児童および家庭の状況を把握し、関係機関等の連携を含めて

児童一人ひとりに応じた支援を包括的に提供します。 

福祉相談課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

開設準備中（建設中） 
開所 ３回／週 

受け入れ人数 ７人以上／日 
 

多様なサロン事業（社会福祉協議会事業） 

こどもから高齢者まで、多世代が交流することのできる機会づくりを支

援します。 

社会福祉課 

（社会福祉協議会） 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

高齢者とこどもたちの交流会を実施 多様な交流の場の提供を継続 
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基本施策６ こどもの成長を支える安全・安心なまちづくり 

●こどもを犯罪の被害から守るため、パトロール等の活動を通じて、多くの市民の目で見守る

体制づくりを図ります。また、学校における防犯体制の強化を図ります。 

●こどものみならず、市民全体を交通事故等の被害から守るため、交通安全教室の実施による

啓発や、市内の危険箇所の把握と改善に取り組みます。 

 

○● 主な取り組み ●○ 

防犯体制整備事業 

小学生に防犯ブザーを配布するとともに、体験型防犯講座「あぶトレ」

などを通じて防犯意識の向上と防犯ブザーの適切な活用方法の周知を図

ります。また、スクールガードリーダーによる防犯活動を実施するととも

に、その活動内容の周知を通じてスクールガードリーダーの担い手の確保

を図ります。 

学校教育課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

市内全小学校にて実施 市内全小学校にて実施を継続 

 

青色防犯パトロール事業 

小中学生の下校時間帯等において、青色防犯パトロールを実施し、こど

もの安全確保と非行防止を図ります。 
危機管理課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

実施 年間 100回以上の実施 

 

青少年健全育成事業（青少年健全育成推進員・登下校見守りボランティア） 

青少年の健全育成を図るため、地域でのあいさつ運動や軒先運動、登下

校時の見守り、防犯パトロール等の青少年を見守る活動を実施します。 
社会教育課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

実施 

〇あいさつ運動（年２回） 

〇防犯パトロール（年２回） 

〇軒先運動（通年）の実施を継続 

 

商店等立ち入り調査事業 

青少年による商店の深夜利用について、コンビニエンスストアや書店等

の商店等立ち入り調査を実施します。 
社会教育課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

実施 年１回の実施を継続 
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「子ども１１０番の家」設置事業 

牧之原警察署と連携し、こどもの緊急避難先である「子ども１１０番の

家」を市内全域に設置します。また、各学校にて「子ども１１０番の家」

について説明し、周知を図るとともに、保護者や地域の方々にも周知する

ことで、新たな登録先の確保を図ります。 

学校教育課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

警察署と連携して実施 警察署と連携して実施 

 

危険箇所情報提供事業 

警察等と連携しながら、犯罪や事故等が発生した危険箇所について情報

を提供します。 
危機管理課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

実施 月１回実施 

 

交通安全啓発事業 

こどもの交通安全意識の向上を図るため、牧之原警察署と連携し、市内

の全小中学校にて交通ルールについての講義や自転車の乗り方に関する

講習等の交通安全教室を実施します。 

学校教育課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

市内全小中学校にて実施 市内全小中学校での実施を継続 

 

交通安全施設整備事業 

通学路の安全の確保を通じて、こどものみならず市民全体を交通事故の

危険から守るため、交通安全施設（カーブミラー、区画線、安全柵等）の

設置・整備を推進します。 

建設課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

交通安全施設の設置・整備を実施 実施を継続 

 

生活道路整備事業 

ユニバーサルデザインの視点に立った、通学路等の道路・歩道の整備・

補修を進めます。 
建設課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

生活道路の整備を実施 実施を継続 

 

公園緑地管理事業 

市内の公園を充実した機能と高い安全性を併せ持ったものとするため、

施設・遊具の定期的な点検等や計画に沿った公園の整備を進めます。 
公園公共建築課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

定期的な点検と計画に沿った整備改修の実施 定期的な点検と計画に沿った整備改修を継続 
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基本目標３ 次代を切り拓く力を育む教育を展開する体制づくり 

○● 現状と課題 ●○ 

○本市の最上位計画である「第３次牧之原市総合計画」では、「次代を切り拓く力」の育成をテ

ーマに、時代に対応した学校教育の充実を目指しています。また、令和３年度には、「未来の

子どもたちのための新しい学校づくり計画」を策定し、市立小学校８校および中学校２校を、

９年間の課程を一貫して行う義務教育学校２校に再編することを定め、魅力ある教育の内容

や施設の検討、コミュニティ・スクールの実施等を含めた学校運営の研究を進めています。 

○こどもの「次代を切り拓く力」を育むため、身につけた知識を実社会で活かす力を養うキャ

リア教育の重要性が高まっています。本市では、生まれ育った地域に愛着を持つとともに、

地域から学び、自らの将来を見据えた行動を起こせる人材の育成を目指す「起郷家教育」を

牧之原市版キャリア教育として掲げ、こどもたちが段階的に力を身につけることのできる９

年間のプログラムを実践しています。 

○こどもの確かな学力の育成を図るために、「牧之原市版９年間のカリキュラム」に基づいた

学校教育を推進するとともに、学習支援サポーター等の配置によるこどもたちの学びの支援

を図っています。 

○アンケート調査結果をみると、日頃、こども自身に関して子育てについて悩んでいることや

気になることとして、「子どもの教育」が小学５年生保護者・中学２年生保護者において最

も多く、就学前児童保護者・小学生保護者においては２番目に多くなっており、保護者の教

育への関心の高さがうかがえます。 

○こどもの特性を踏まえた進学が可能となるよう、幼稚園・保育園・認定こども園と小学校が

連携・情報共有し、円滑な進学をサポートする体制を築くことが必要です。 

○情報技術の発展や新型コロナウイルス感染症の感染拡大による価値観の変化等により、こど

もを取り巻く環境は大きく変容しています。これらの影響もあり、いじめや不登校などの学

校生活に不適応を起こすこどもが全国的に増加傾向にあります。教育を通じて相手を思いや

る心を養うとともに、困ったときに適切に助けを求める方法について伝えることが重要です。 

○本市においても、外国籍の児童や、外国にルーツのある児童が増加傾向にあります。こうし

た児童の学校での学びを支える取り組みの充実と、多言語に対応が可能な人材の確保が求め

られています。 
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基本施策１ こどもの確かな学力と健全な心の育成 

●読み聞かせ活動や魅力的な図書館づくりなどを通じて、こどもの読書習慣の定着と、自分の

興味に応じて積極的に学ぶ姿勢の育成を図ります。 

●学校教育を通じて、社会に出るうえで身につけておくべき規範意識や情報活用能力の育成を

図るとともに、こどもが自分自身も相手も大切に思い、適切な行動を取れるようになるよう、

こども一人ひとりの自己肯定感を高めるための教育を推進します。 

 

○● 主な取り組み ●○ 

児童放課後学習支援事業（放課後子ども教室）【再掲】 

小中学校において、放課後の時間を活用し、学校の教室において学習支

援サポーターと連携しながら学習支援や学習相談を行い、基礎的な内容を

身につけるための場を提供していきます。 

学校教育課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

「わからないことがわかるようになった」 

小学生：93％、中学生：91％ 

（参加者アンケート・令和５年度実績） 

「わからないことがわかるようになった」 

小学生：95％、中学生：95％ 

（参加者アンケート） 
 

本に親しむ環境整備事業 

図書館での読み聞かせ会の開催や、市民読書活動推進団体「よもーね！

マキノハラ」による市内各所での読み聞かせ活動等を通じて、こどもたち

が本に親しむ環境づくりを図ります。 

社会教育課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

図書館での読み聞かせ会の開催（月１回） 

および市民読書活動推進団体 

「よもーね！マキノハラ」の活動支援を実施 

図書館での読み聞かせ会の開催（月１回） 

および市民読書活動推進団体 

「よもーね！マキノハラ」の活動支援を継続 
  

図書館機能の充実 

図書交流館「いこっと」、文化の森図書館「いろ葉」および移動図書館

「ひまわり号」の運営により、こどもの読書環境を支えます。 
社会教育課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

図書交流館・文化の森図書館所蔵図書の 

学校貸出（各校１回以上）および移動図書館

の小学校巡回（各校月１回）を実施 

図書交流館・文化の森図書館所蔵図書の 

学校貸出（各校１回以上）および移動図書館

の小学校巡回（各校月１回）を継続 

移動図書館 

「ひまわり号」 
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読書体験を豊かにするための図書館イベントの開催 

こどもたちの興味を引きやすい図書館の特集展示を実施するとともに、

展示に関連した工作教室などのイベントを開催し、こどもたちが図書に 

触れ、読書を楽しむ機会を提供します。 

社会教育課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

毎月の特集展示の更新 

特集展示に関連した工作教室などの 

イベントの開催 

特集展示の毎月更新および展示と連携 

してのイベントを継続 

 

図書資料の充実 

子育てに必要な知識や役立つ情報を取り扱った書籍を収集し、家庭・地

域での子育て環境の向上を支援します。また、家庭での読書環境の向上を

図るため、こどもの発育段階に合わせた児童書（絵本・ヤングアダルト類）

の収集を図ります。 

社会教育課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

子育て関連書籍・児童書の収集 子育て関連書籍・児童書の収集を継続 

 

ブックスタート 

赤ちゃんとその保護者に対して、本に親しむことで生涯にわたって読書

を楽しむきっかけづくりを行うとともに、読み聞かせの実践についてのア

ドバイスを行います。 

社会教育課 

福祉相談課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

月１回の実施 月１回の実施を継続 

 

英語力向上サポート事業 

ＡＬＴ（外国人英語指導助手）を市内の小中学校に配置するとともに、

長期休暇等を利用したイングリッシュキャンプを企画・実施します。 
学校教育課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

ＡＬＴ５名の配置および 

イングリッシュキャンプの実施 

ＡＬＴ５名の配置および 

イングリッシュキャンプの実施を継続 

 

こどもがつくるまち事業 

仮想都市で社会の仕組みなどを学ぶ機会を通して、こどもたちの自主

性・社会性を育てます。 
社会教育課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

年１回の実施 年１回の実施を継続 
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学校でのこころの教育 

道徳の授業を通して、他者を思いやる心や規範意識、情報モラルなどの

社会に出るうえで必要な能力を養成します。また、信頼できる大人や相談

機関に助けを求めることの重要性について伝える「ＳＯＳの出し方教育」

を実施するとともに、教職員に対し、こどものＳＯＳのサインへの気付き

を高めるための研修を実施します。加えて、「こころの健康相談統一ダイ

ヤル」などの、こどもがＳＯＳを発信する先となる相談窓口について周知

します。 

学校教育課 

健康推進課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

「ＳＯＳの出し方教育」を３回実施 

相談窓口等の周知 

相談窓口等の周知をはじめ、児童・生徒が 

相談しやすい雰囲気づくりの実施を継続 

 

自己肯定感を高める取り組み 

こどもたちが学校以外の場において自分の役割や得意なことを見つけ、

自己肯定感を高めることにつながるよう、地域住民とかかわることのでき

る機会を充実させていきます。 

学校教育課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

市内小中学校のＣＳＤ（コミュニティスクー

ルディレクター）と協力してさまざまな場面

で実施 

市内小中学校のＣＳＤ（コミュニティスクー

ルディレクター）と協力してさまざまな場面

での実施を継続 

 

小中一貫教育のためのプログラム 

本市における小中一貫教育の導入・推進に向けて、「牧之原市版９年間

のカリキュラム」に基づく教育を実践するとともに、必要な知識の習得に

向けた教職員向けの研修等を実施します。また、小学校の教育および中学

校の教育の９年間の課程を一貫して行う学校である「義務教育学校」の開

校に向け、教育課程の見直しや必要となる施設の整備等を推進します。 

学校教育課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

「牧之原市版９年間のカリキュラム」 

全教科分の完成 

榛原地域義務教育学校の令和 12年度開校に 

向けた準備の実施 

 

未来のパパママ子育て体験事業Ⅰ 

プレコンセプションケア（将来的な妊娠を踏まえた健康づくり）の一環

として、中学生を対象に、助産師による妊娠や出産の仕組みについての学

習や妊婦体験等を実施します。また、パパママのゲストを招き、妊娠中の

体験や気持ちについて話を聞くことで、妊婦への理解や正しい配慮につい

て学ぶ機会とします。 

健康推進課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

市内全中学校（３校 10クラス）で実施 市内全中学校で実施 
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未来のパパママ子育て体験事業Ⅱ（保育体験） 

こどもと接することの喜びや命の大切さを学び、子育てについてのイメ

ージを描き未来の親を育てる取り組みとして、中学３年生を対象とした

乳児とふれ合う子育て体験会を開催します。 

健康推進課 

福祉相談課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

市内全中学校（３校 10クラス）で実施 市内全中学校で実施 

 

思春期講座 

プレコンセプションケアの一環として、中学３年生を対象に、産婦人科医

によるライフデザインや性行為および性感染症、望まない妊娠への対応等に

関する講座を実施し、妊娠・出産や性についての正しい理解を促進します。 

健康推進課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

市内全中学校（３校 10クラス）で実施 市内全中学校で実施 

 

幼児プライベートゾーン教育 

幼児期からのプレコンセプションケアとして、保育園・認定こども園の保

育士と連携しながら、幼児へのプライベートゾーン教育を実施することで、

性をポジティブに捉えられる意識の土台づくりを図ります。 

健康推進課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

モデル園１園で実施 市内全保育園・認定こども園で実施 
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基本施策２ 地域で学ぶことのできる多様な体験機会の充実 

●こどもが地域から学び、豊かな自主性・社会性・行動力を身につけることができるよう、地

域におけるさまざまな体験機会を充実させます。 

●牧之原市版キャリア教育「起郷家教育」の推進を通じて、こどものキャリア観形成を図り、

こども一人ひとりの自己実現と、地域での将来的な活躍を支えます。 

 

○● 主な取り組み ●○ 

子ども自然体験推進事業 

土曜日・日曜日に市内の小中学生を対象に、自然体験等を行う教室を開

催します。 
社会教育課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

活動団体 ５団体 

「子どもまきのはら塾」に替わり、 

令和６年度から開始 

活動団体 ５団体 

継続して活動を推進・支援 

 

職場見学・職業体験事業 

こどもたちのキャリア観形成を図るため、市内の企業・事業所・公共施

設等の協力のもと、小中学生の職場見学・職業体験を実施します。また、

本市が目指すキャリア教育の目的を踏まえて、事業の取り組み内容につい

て検討を図ります。 

学校教育課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

小学校：３年生社会科・生活科において地域の

企業等での見学・体験を実施 

中学校：職業体験を実施 

キャリア教育プログラム（起郷家教育）で、 

実践する 

 

牧之原市版キャリア教育「起郷家教育」の推進 

将来社会的・職業的に自立し、活躍していくうえで必要となる自己や他

者を理解する力、コミュニケーションスキル、情報が適切に活用できる力、

学ぶことや働くことの意義を理解する力等をこどもたちが段階的に身に

つける小中学校９年間のプログラム「起郷家教育」を推進します。 

学校教育課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

段階的な実施 段階的な実施を継続 

 

自然体験教室 

のようす 
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市民学習推進事業 

こどもの成長促進を図るため、地域で大人と交流しながら、さまざまな

学習活動や自然体験活動に参加できる機会を充実させていきます。また、

こどもに限らず、生涯学習の一環として市民が文化芸術・教養・スポーツ

などについて学ぶことのできる「まきのはら塾」を開講し、こどもの学び

を促進します。 

社会教育課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

過去の参加者を対象にアンケートを実施し、

意見を取り入れたカリキュラムを策定 

カリキュラムに基づき、まきのはら塾の子ど

も講座の充実、体験学習事業、郷土を慈しむ

心を育てる事業を実施 

 

健康被害防止啓発事業 

市内の小中学校において保健体育の授業等を活用し、たばこの害や薬物

乱用防止に関する講座を開催し、こどもの健康被害防止を図ります。 
学校教育課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

市内全小中学校において年１回開催 市内全小中学校において年１回開催を継続 

 

地域活動参加促進事業 

起郷家プログラムの一環である「命と防災」についての事業を通じて、

小中学生の地域防災訓練への参加を促進します。また、地域の良さを見つ

ける活動である「アースランチ」を通じて、地域行事に参加することの意

義や地元の魅力、地域の人とのつながりの大切さを伝え、地域の祭典や清

掃・奉仕活動への参加促進を図ります。 

学校教育課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

〇地域防災訓練への参加呼びかけ 

〇総合的な学習の時間における地域の方と 

児童・生徒の学び合いの機会の設定 

〇市内全校（小５）で「アースランチ」実施 

〇地域防災訓練への参加呼びかけ 

〇総合的な学習の時間における地域の方と 

児童・生徒の学び合いの機会の設定 

〇市内全校（小５）で「アースランチ」実施 
 

スポーツ推進事業 

スポーツ協会やスポーツ推進委員と連携しながら、体操教室や水泳教

室、地区でのスポーツ大会等のこどもがスポーツを体験できる機会を提供

します。 

スポーツ推進課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

年 14事業 年 16事業 
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基本施策３ どんなこどもも取りこぼさない教育支援体制の整備 

●こどもの心身の成長に大きな悪影響を及ぼすいじめの未然防止・早期対応を図るため、関係

機関との連携体制による対応に努めます。 

●不登校等の学校生活への不適応を起こす児童・生徒およびその保護者を支援するため、学習

不振等の防止に向けた学習機会の提供や、学校生活への復帰に向けた包括的な相談支援を行

います。 

 

○● 主な取り組み ●○ 

特別支援教育推進事業 

特別支援教育体制の充実を図るため、臨床発達心理士等の発達障がいの

専門家による巡回学習相談を市内の保育園・こども園、小中学校において

実施し、発達に課題のみられる児童・生徒の観察や就学支援への助言、検

査等を行います。発達に課題のみられるこどもが増加している現状を踏ま

えて、支援体制の充実に努めます。 

学校教育課 

福祉相談課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

すべての公立園において、年１回、専門家に 

よる巡回相談・アドバイザー事業の実施 

すべての公立園において、年１回、専門家に 

よる巡回相談・アドバイザー事業の実施を継続 

 

教育支援センター推進事業 

教育支援センター「フルール」を設置し、学校生活への不適応を起こし

ている児童・生徒や不登校状態にある児童・生徒に対し、学習機会を提供

します。また、教育相談員・巡回相談員・臨床心理士等の専門職を配置し

て、教育相談に応じ、当該児童・生徒の学校への復帰や希望する進路の実

現を支援します。 

学校教育課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

教育相談員４名、巡回相談員１名、 

臨床心理士１名を配置 

教育相談員４名、巡回相談員１名、 

臨床心理士１名の配置を継続 

スクールカウンセラー、フリースクール等 

との連携協議会を実施 
 

いじめ問題対策連絡協議会 

いじめ事案等への迅速な対応と被害の拡大防止、再発防止を図るため、

対策連絡協議会において関係機関との連携・情報共有・対応の検討等を図

ります。 

学校教育課 

福祉相談課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

年１回開催 年１回の開催を継続 
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スクールソーシャルワーカー配置事業 

社会福祉士、精神保健福祉士等の専門的な資格を有するスクールソーシ

ャルワーカーを配置し、長期間の欠席や不登校、問題のある児童等に関す

るケース会議を中心とした福祉的視点に立ったアセスメント・プランニン

グ等の手法を用いて児童・生徒および保護者を支援します。また、養育環

境に課題のみられる子育て家庭については、関係機関へのつなぎを図りな

がら、学校と連携した支援を行います。 

学校教育課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

スクールソーシャルワーカー１名の配置 スクールソーシャルワーカー１名の配置を継続 

 

外国人児童生徒教育支援事業 

日本語での会話や読み書き等に支援を必要とする外国籍の児童・生徒に

対し、学習への適応指導を図るため、相談員による日本語習得への支援お

よび学習支援、保護者に対する相談支援を行います。対応が必要な言語が

増加していることを踏まえて、新たに開校した日本語初期支援教室と連携

した支援を図ります。 

学校教育課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

〇初期支援教室「いっぽ」との連携（定員 15名） 

〇バイリンガル相談員３名の配置 

〇初期支援教室「いっぽ」の定員維持 

〇バイリンガル相談員３名の配置を継続 

 

学習支援サポーター配置事業 

児童・生徒の基礎学力の定着に向けて、学習支援サポーターを各小中学

校に配置し、児童・生徒の特性に応じた学習支援を行います。また、学習

支援サポーターの指導力向上に向けた研修等を実施します。加えて、学習

支援サポーターと各学校の教職員の連携強化を図ります。 

学校教育課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

〇学習支援サポーター23名の配置 

〇「わかるようになった」 

小学生：96％、中学生：94％ 

（参加者アンケート・令和５年度実績） 

〇学習支援サポーター25名程度の配置 

〇「わかるようになった」 

小学生：95％、中学生：95％ 

（参加者アンケート） 
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保育園・認定こども園と小学校との円滑な接続の推進 

保育園・認定こども園と小学校との円滑な接続と幼保小架け橋プログラ

ムを推進する観点から、「幼児期の終わりまでに育ってほしい姿」の共有

や接続期カリキュラムの作成・実施を行うなど、円滑な接続に向けた取り

組みの推進を図ります。 

学校教育課 

子ども子育て課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

幼保小連絡会を市内すべての小学校において

開催（２回／年） 

小学校の児童と保育園・認定こども園の園児

との交流事業を市内４校で実施 

幼保小連絡会を市内すべての小学校において

開催（２回／年） 

小学校の児童と保育園・認定こども園の園児

との交流事業を市内５校で実施 

小学校教諭と保育士・保育教諭の合同研修会

の開催（１回／年） 
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基本目標４ すべてのこどもを大切にし、安全・安心な生活を保障する環境

づくり 

○● 現状と課題 ●○ 

○児童虐待は、こどもに身体的な傷を与えるだけでなく、自己肯定感の低下や学力の低下、健全

な人間関係の構築が難しくなるなどのさまざまな悪影響を及ぼすものであり、決して許され

るものではありません。児童虐待の未然防止のため、広く啓発を実施するとともに、養育環境

に課題のある子育て世帯に対して早期支援を図る体制を構築することが必要不可欠です。 

○アンケート調査結果をみると、日頃、子育てについて悩んでいることや気になることとして、

「子どもを叱りすぎているように感じる」が小学生以下の保護者において最も多くなって 

おり、こどもへの接し方に悩む保護者が多いことがうかがえます。 

○また、子育てに関する相談で充実してほしいこととして、「安心して相談できる環境（子ど

もの預かり、プライバシーの配慮等）」が平成 30年度の調査結果と比較して増加しており、

さまざまな支援を必要とする保護者が、その課題について不安なく打ち明けられることの 

できる、相談環境が求められていることがうかがえます。 

○近年、本来大人が担っている家事や家族の世話、介護等を日常的に行っているこどもを指す

「ヤングケアラー」の存在が社会課題として認識されつつあります。ヤングケアラーは、そ

の責任と負担の大きさにより、学業や課外活動、友人関係の構築等に悪影響を受けやすいこ

とから、子育て・教育・福祉・介護等の関係分野の連携による、ヤングケアラーとみられる

児童・生徒の存在の把握と個別ケースに応じた適切な支援を図ることが求められます。 

○令和元年 10 月から、全国一律で幼児教育・保育の無償化が実施され、教育・保育事業の   

利用に対する経済的負担の軽減が図られています。 

○本市で子育てをしている家庭のうち、約１割がひとり親世帯に該当します。ひとり親世帯は、

経済的負担の大きさや保護者の時間的な制約の大きさから、保護者がこどもと向き合う時間

を十分に取れなくなることや、親の子育てにおける責任感・負担感の増大等が主な課題とし

て挙げられます。また、ひとり親世帯は、ふたり親世帯と比較して貧困状態にある世帯の割

合も高いことから、経済的自立に資する支援を図ることが必要です。 

○発達障がいがある・発達に課題のみられるこどもが増加傾向にあり、本市においても同様の

傾向がみられています。また、アンケート調査結果をみても日頃、子育てについて悩んで  

いることや気になることとして、「子どもの病気や発育や発達」が平成 30 年度の調査結果

と比較して増加しており、関心の高まりがみられます。こどもの健全な発育・発達に向けた  

支援を図るとともに、発達に課題のみられるこどもの早期療育に向けた取り組みを充実させ

ることが求められています。 
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基本施策１ こどもの権利を保障する取り組みの充実 

●児童虐待の未然防止に向けた啓発活動を行います。また、ヤングケアラーの実態やヤングケア

ラーが抱える生活課題・将来への影響について広く周知し、市民全体の理解促進を図ります。 

●被虐待児やヤングケアラーとみられるこどもの早期発見を図るとともに、関係機関と連携し

た実態把握・支援に努めます。 

 

○● 主な取り組み ●○ 

要保護児童等対策地域協議会事業 

虐待の被害に遭うなどした要保護児童等への適切な支援を図るため、要

保護児童等対策地域協議会にて関係機関間の情報共有や支援策の検討に

係る協議等を行います。 

福祉相談課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

代表者会議 １回／年 

実務者会議 10回／年 

代表者会議 １回／年 

実務者会議 10 回／年 

 

児童虐待防止広報事業 

関係機関へのポスターやリーフレットの配布、広報紙や市ホームページ

の活用、民生委員・児童委員と連携した街頭活動等を通じて、児童虐待防

止について周知・啓発します。 

福祉相談課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

街頭啓発 ４回／年（市内スーパー４店舗） 街頭啓発 ４回／年（市内スーパー４店舗） 

 

ヤングケアラーへの対応 

市内のヤングケアラーの実態を調査するとともに、ヤングケアラーにつ

いての周知を進めます。 
福祉相談課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

生活実態に関するアンケート調査を実施 

（令和６年２月） 

実態調査の実施 

市ホームページ等での周知および学校等への 

周知を実施 
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基本施策２ 子育て世帯の経済的負担の軽減 

●妊娠・出産を望む夫婦のこどもを持つ希望を支えるため、不妊治療に係る医療費助成を行い

ます。 

●経済的負担を理由にこどもを持つことを諦めることのないよう、各種手当の支給や費用助成

を行うとともに、それぞれの子育て世帯が利用できる手当・助成の周知に努めます。 

 

○● 主な取り組み ●○ 

出産・子育て応援給付金事業（妊婦のための支援給付） 

妊婦および子育て世帯の経済的負担の軽減を図るため、妊娠届提出時 

および出産時に給付金を支給します。 
健康推進課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

出産応援ギフト 186件 

子育て応援ギフト 161件 

（令和５年度実績） 

給付金の支給を継続 

 

児童手当支給事業 

18 歳到達後の最初の年度末までの児童に対し、国の制度に基づいて児

童手当を支給します。また、転入届・出生届提出時に窓口にて事業につい

て周知します。 

子ども子育て課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

国の制度に基づいて実施 

（令和６年 10月の法改正による拡充を実施） 
国の制度に基づいて実施 

 

こども医療費助成事業 

こども（18 歳到達後の最初の年度末まで）の入院・通院に係る医療費

を助成します。また、近隣市町の動向や保護者からのニーズを踏まえて、

入院時の食事標準負担額の助成について検討していきます。 

子ども子育て課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

通院・入院に係る自己負担無料 
通院・入院（食事代含む）に係る 

自己負担無料 

 

不妊治療費助成事業 

不妊治療に取り組む夫婦の経済的負担を軽減するため、高額な医療費を

要する不妊治療について、保険適用後の自己負担分および先進治療費を助

成します。 

健康推進課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

実施（36件） 実施を継続 
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未熟児養育医療費助成事業 

医療を必要とする未熟児のいる家庭に対して、養育に必要な医療費を助

成します。 
子ども子育て課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

制度に基づいて実施 制度に基づいて実施 

 

多子世帯経済的負担軽減事業 

多子世帯に対する本市独自の経済的負担の軽減を図るため、就学前児童

の第３子以降の副食費（給食のおかず等に係る費用）を免除します。 

また、さらなる取り組みの拡充について検討していきます。 

子ども子育て課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

就学前児童の第３子以降の副食費免除を実施 経済的負担軽減策の拡充 

 

入学支援金支給事業 

小学校へ入学する児童がいる家庭に対し、経済的な負担の軽減のため、

入学支援金を支給します。 
子ども子育て課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

対象者全員（285 人）に支給 対象者全員に支給 

 

 

基本施策３ ひとりで子育てをする保護者とこどもへの支援の充実 

●ひとり親世帯が抱えるさまざまな生活課題に対応するため、各種経済的支援策を実施します。

また、関係機関と連携しながら、保護者の経済的自立に向けた支援を図ります。 

 

○● 主な取り組み ●○ 

児童扶養手当事業 

18 歳までの児童を看護している母子および父子家庭等を対象に、児童

扶養手当を支給します。 
子ども子育て課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

制度に基づいて実施 制度に基づいて実施 

 

ひとり親家庭等医療費助成事業 

20 歳未満の児童を扶養している母子および父子家庭等を対象に、医療

費助成を行います。 
子ども子育て課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

制度に基づいて実施 制度に基づいて実施 
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母子父子寡婦福祉資金貸付事業 

母子家庭等を対象に、こどもが進学するために必要となる修学資金・生

活補給資金等を貸与します（静岡県事業）。本市においては、県への申請

手続きのサポートを行います。 

子ども子育て課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

制度に基づいて実施 制度に基づいて実施 

 

母子家庭等自立支援給付事業（高等職業訓練促進給付金の支給） 

ひとり親家庭の経済的自立を支援するため、ひとり親世帯の保護者を対

象に、指定教育訓練講座（パソコン、医療事務等）を受講する経費の一部

を助成します。 

子ども子育て課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

制度に基づいて実施 制度に基づいて実施 

 

母子家庭等自立支援給付事業（自立支援教育訓練給付金の支給） 

ひとり親家庭の経済的自立を支援するため、ひとり親世帯の保護者を対

象に、看護師や介護福祉士、保育士等の専門職を養成する機関に就学する

経費の一部を助成します。 

子ども子育て課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

制度に基づいて実施 制度に基づいて実施 

 

養育費請求への支援 

ひとり親世帯に対し、養育費の請求等に必要な手続きについての情報提

供を行います。 

子ども子育て課 

福祉相談課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

児童扶養手当等相談時に適切に案内 児童扶養手当等相談時の適切な案内を継続 

 

ひとり親家庭就労支援事業 

公共職業安定所（ハローワーク）と連携しながら、ひとり親家庭への就

労支援を行います。 
子ども子育て課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

求職相談を受けた場合にハローワークへ 

速やかに求職者情報を提供している 

相談者とハローワークを速やかにつなぐ 

ことにより、円滑な就労支援を継続する 

 

ファミリー・サポート・センター事業（ひとり親家庭等子育て支援助成） 

ファミリー・サポート・センターを利用したひとり親世帯に対し、利用

料の半額を助成します。 
子ども子育て課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

制度に基づいて実施 制度に基づいて実施 
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市営住宅の提供 

ひとり親世帯を対象に、市営住宅入居に向けた抽選時に倍率優遇措置を

行います。 
都市住宅課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

制度に基づいて実施 制度に基づいて実施 

 

 

基本施策４ 障がいのあるこどもとその保護者への支援の充実 

●発達に課題のみられるこどもが増加傾向にあることを踏まえて、一人ひとりに合った成長を

促すため、療育教室等の充実を通じた早期支援を図ります。 

●障害福祉サービスの適切な給付を通じて、障がいのあるこどもの在宅生活を支援します。ま

た、障がいのあるこどもの日常生活における動作や集団生活への適応に関する支援を行う児

童発達支援事業所や放課後等デイサービス事業所等と連携し、支援の質の向上を図ります。 

 

○● 主な取り組み ●○ 

言語指導教室（ことばの教室） 

構音障がいなどがある園児・児童のことばの遅れの解消を図るため、発

音訓練・言語指導等を行う言語指導教室（ことばの教室）を実施します。

また、改善がみられない園児・児童については、臨床心理士や保健師等の

専門職との連携による適切なアセスメントを行うとともに、必要となる支

援へのつなぎを図ります。 

学校教育課 

福祉相談課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

支援を必要とする園児・児童に対し実施 支援を必要とする園児・児童に対し実施を継続 

 

発達訓練指導教室事業 

ことばや行動の発達の遅れが気になる乳幼児を対象に、保護者とともに

訓練・指導を行うことで発達を促すプレ一次療育教室「の～びのび」を実

施します。また、心身の発達に軽度の遅れや障がいがあるとみられる幼児

に対し、療育指導を行う一次療育教室「わかめサークル」を実施します。 

福祉相談課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

実施 

の～びのび ６回×４クール 

わかめサークル 22回／年 

実施を継続 

の～びのび ６回×４クール 

わかめサークル 22回／年 
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療育教室（幼児ＳＳＴ）事業 

発達障がいのある、または発達障がいがあるとみられる幼児に対し、幼

児向けの療育教室「くれよん」にてコミュニケーションスキルを高め、園

等での集団生活を円滑に送れることを目的とした指導を実施します。ま

た、対象の幼児の就学に向けて、保護者への指導や適切な支援機関へのつ

なぎを行います。 

福祉相談課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

24回（２回×12か月）実施 24回（２回×12か月）の実施を継続 

 

発達支援コーディネーター養成事業 

市内の保育園・認定こども園において発達に課題のあるこどもの早期発

見・早期支援を推進するため、支援の中核的役割を担う人材を養成する発

達支援コーディネーター養成講座を実施するとともに、養成したコーディ

ネーターを市内の各園に配置します。また、発達支援コーディネーターの

スキルアップを目的とした研修を実施します。 

福祉相談課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

年３回の実施 年３回の実施を継続 

 

発達支援セミナー開催事業 

発達に課題のあるこどもの成長を支援するため、保育園・認定こども園

や放課後等デイサービスの職員を対象に、発達支援に関する研修を実施し

ます。また、発達に課題のあるこどもを直接支援している監護者や、就学

後の発達障がいのあるこどもと接している人を対象とした研修等の充実

を図ります。 

福祉相談課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

年３回の実施 年３回の実施を継続 

 

特別支援教育就学奨励事業 

小中学校の特別支援学級に就学している児童・生徒の保護者の経済的負

担の軽減を図るため、就学奨励費を助成します。 
教育総務課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

制度に基づいて実施 制度に基づいて実施 

 

特別児童扶養手当事業 

身体、知的または精神に障がいや疾患のある 20 歳未満の児童を監護（養

育）している方に対して、特別児童扶養手当を支給します。また、各種障

害者手帳交付時に手当について周知します。 

社会福祉課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

制度に基づいて実施 制度に基づいて実施 
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障がい児保育事業 

集団保育が可能な中・軽度の障がいのあるこどもの保育を、市内のすべ

ての園で実施します。 
子ども子育て課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

市内のすべての公立園および私立園で実施 
市内のすべての公立園および私立園での 

実施を継続 

 

障害児福祉手当事業 

在宅の重度障がいのある児童に対し、障害児福祉手当を支給します。ま

た、対象児童がもれなく手当を受けられるよう、広報紙や市ホームページ

などを通じて事業の周知を図ります。 

社会福祉課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

制度に基づいて実施 制度に基づいて実施 

 

放課後等デイサービス事業 

就学している児童に対し、放課後等デイサービス事業所において、学校

での授業終了後や長期休暇期間に、生活能力の向上に必要な訓練等を行い

ます。 

社会福祉課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

実施（定員 80人／日） ニーズに応じた定員の確保 

 

児童発達支援事業 

障がいのある未就学の児童を対象に、児童発達支援事業所において、日常

生活における基本的な動作の指導や集団生活への適応訓練等を行います。 
社会福祉課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

実施（定員 50人／日） ニーズに応じた定員の確保 

 

日常生活用具給付事業 

障がいのある児童等が、日常生活を送るうえで必要とする福祉用具等を

給付・貸与します。また、対象者が事業を利用できるよう、広報紙や市ホ

ームページなどを通じて広く周知します。 

社会福祉課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

制度に基づいて実施 

（令和５年度実績 80件） 
制度に基づいて実施 

 

身体障害者・児補装具給付事業 

身体障がいのあるこども（人）の身体機能を補完・代替する用具（車椅

子、歩行器、姿勢保持装置、補聴器等）を給付します。 
社会福祉課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

制度に基づいて実施 制度に基づいて実施 
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児童発達支援センター機能の確保 

児童発達支援のほか、施設の専門性を活かして地域の障がいのある児童

やその家族への相談と障がいのある児童を預かる施設への援助・助言を合

わせて行う児童発達支援センターの機能を、既存の関係機関との連携によ

り確保します。 

社会福祉課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

既存の事業所との連携により 

機能を確保している 

既存の事業所との連携により 

機能を引き続き確保 

 

保育所等訪問支援の活用 

障がいのある児童が日中利用している保育園や小学校等を訪問し、集団

生活への適応のための専門的な支援を行う保育所等訪問支援を活用しな

がら、障がいのある児童の地域社会への参加・包容（インクルージョン）

を推進します。 

社会福祉課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

保育所等訪問支援の周知 保育所等訪問支援を活用した社会参加促進事例：５件 

 

重症心身障がい児を支援する児童発達支援事業所および放課後等デイサービス事業所の確保 

重症心身障がいのある児童を支援する専門機関である児童発達支援事

業所および放課後等デイサービス事業所を確保するため、市内事業所への

働きかけや他市町の調整を図ります。 

社会福祉課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

確保済み（一部他市町利用） 引き続き確保（一部他市町利用） 

 

医療的ケア児への支援の推進 

障害者自立支援ネットワークに設置する「重症心身障がい児者支援部会」

を医療的ケア児等支援のための協議の場として位置付け、必要な支援を図

ります。また、医療的ケア児等への支援において中核的役割を担う医療的

ケア児等コーディネーターの役割や連携方法について、検討を進めます。 

社会福祉課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

重症心身障がい児の実態把握 医療的ケア児等コーディネーターとの連携体制の構築 
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基本目標５ すべてのこどもが生まれ育った環境にかかわらず明るい未来を

描けるまちづくり【牧之原市こどもの貧困対策計画】 

○● 現状と課題 ●○ 

○厚生労働省の国民生活基礎調査の結果によると、日本のこどもの貧困率は令和３年において

11.5％となっており、こどもの約 8.7人に１人が貧困状態にあります。 

○アンケート調査結果をみると、現在の暮らしに対する所感について、１割強が「大変苦しい」

と回答しています。また、世帯収入について、約１割が『250万円未満』と回答しています。 

○家庭が「相対的貧困」の状態にあることは、こどもが十分な栄養のある食事を取ることが  

できない、家庭で正しい生活習慣を身につけることができない、経済的な理由で希望する 

進路に進めない、将来への希望を抱けず学習への意欲を持てないといったさまざまな悪影響

をもたらします。 

○貧困状態にある世帯のこどもが、教育や就労の機会を限られることにより貧困を継承してし

まうことを指す「貧困の連鎖」が、社会全体の問題となっています。こどもの将来が成育環

境によって左右されることのないよう、包括的な支援を展開することが求められています。 

○貧困状態にある世帯は、その背景に複合的な生活課題を抱えていることが多いため、こども

が必要とする支援も学習支援や健康管理、居場所づくりなど多岐にわたります。支援の対象

となる世帯の状況を的確に把握し、個別ケースに応じたサービスを提供する体制を整備する

ことが重要です。 

○市内においては、学習支援や食糧支援等の貧困世帯のこどもに向けた取り組みを実施してい

ますが、まだその認知度は十分とはいえないことから、各取り組みについて広く周知し、必

要とするこどもが利用できるようにしていくことが必要です。 

 

 

※多くの子育て支援に係る取り組みは、子育て家庭の経済状況にかかわらず広く展開されるものです

が、貧困状態にある子育て世帯への支援として、特に関係の深いものを再掲する形でこの基本施策

にまとめます（一部の取り組みを除く）。 
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基本施策１ こどもの貧困に関する実態把握の推進 

●妊娠届・出生届提出時や各種相談事業等の機会を通じて、貧困状態にあるこどもおよびその

世帯が抱える生活課題の実態の把握を図ります。 

 

○● 主な取り組み ●○ 

安全確認が必要な児童の把握 

乳幼児健康診査の未受診者や未就園児、就学していない児童などの実態

の把握に努めるとともに、未受診者への受診勧奨や、家庭を必要な支援に

つなげるための体制構築に努めます。 

福祉相談課 

健康推進課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

制度に基づいて実施 制度に基づいて実施 

 

重層的な見守り体制の構築 

地域における重層的な見守り体制の構築を図るため、市民に対し、こど

もおよび子育て家庭を見守ることの重要性について周知し、理解促進を図

ります。 

福祉相談課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

第４次地域福祉計画に基づき実施 第５次地域福祉計画に基づき実施 

 

こども家庭センター事業【再掲】 

こどもと妊産婦の健康保持についての相談支援を行う「子育て世代包括

支援センター」の機能と、こどもの福祉についての相談支援を行う「子ど

も家庭総合支援拠点」の機能を併せ持つ「こども家庭センター」を運営し、

子育て家庭の悩み・不安を各部門の職員が連携・協力しながら、それぞれ

の家庭の状況に応じた切れ目ない相談支援を行います。 

福祉相談課 

健康推進課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

令和６年４月設置 実施を継続 

 

妊娠・出産包括支援事業（妊婦等包括相談支援事業）【再掲】 

すべての妊産婦・子育て家庭が安心して出産・子育てができるよう、妊

娠時から出産・子育てまで、保健師等の専門職による伴走型の相談支援を

継続的に実施します。また、支援が必要とみられるこどもおよび保護者に

ついては、関係機関による各種会議の場を活用して情報共有をし、適切な

支援につなげます。 

健康推進課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

実施（介入率 100％） 実施を継続（介入率 100％） 
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乳幼児健康診査および相談事業【再掲】 

１歳６か月児および３歳児を対象とする乳幼児健康診査や２歳児および

２歳６か月児を対象とする歯科健診等の機会において栄養指導や歯科指導、

健康相談等を実施し、保護者がこどもの成長・発達に応じた子育てができる

よう支援します。また、心配のある児の早期発見・早期支援のため、臨床心

理士と保健師がスクリーニングを実施します。 

健康推進課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

１歳６か月児健診受診率：98％ 

３歳児健診受診率：103％ 
受診率を 100％に近づける 

 

予防接種事業【再掲】 

こどもの健康の保持および感染症のまん延防止を図るため、集団・個別

接種による定期予防接種を実施するとともに、接種勧奨を行います。 
健康推進課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

ＢＣＧ接種率：97.9％ 

ＭＲ１期接種率：99.0％ 
接種率を 100％に近づける 

 

利用者支援事業（コンシェルジュ）【再掲】 

こどもや保護者、妊婦等が教育・保育・保健その他の適切な子育て支援

を円滑に利用できるよう、相談・助言を行います。また、相談・助言を行

うために必要な体制を確保します。 

子ども子育て課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

１箇所で実施 １箇所での実施を継続 

 

育児相談事業【再掲】 

子育て支援センターおよび児童館に保育士等の専門職を配置し、育児に

関する相談対応を行います。また、専門性を要する相談内容に対しては、

適切な支援機関につなげます。 

福祉相談課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

専門職の配置数 

子育て支援センター榛原２名 

子育て支援センター相良６名 

児童館３名 

専門職の配置数を引き続き確保 

子育て支援センター榛原２名 

子育て支援センター相良６名 

児童館３名 
 

家庭児童相談事業【再掲】 

家庭児童相談員や女性相談支援員、社会福祉士、保健師等を配置し、児

童虐待や家庭内暴力（ＤＶ）等に関する相談支援を行います。また、こど

もがかかわる相談内容については、必要に応じて臨床心理士等と連携した

対応を図ります。 

福祉相談課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

相談員６名 相談員６名を引き続き確保 
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福祉総合相談事業（社会福祉協議会事業）【再掲】 

社会福祉協議会が実施する福祉総合相談において、子育てに関する相談

に応じるとともに、関係機関と連携した対応を図ります。また、日々の相

談業務を通じて、支援につながる地域活動についての把握を図ります。 

社会福祉課 

（社会福祉協議会） 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

相談事業の実施 
相談事業の継続実施および 

各関係機関との連携強化 

 

要保護児童等対策地域協議会事業【再掲】 

虐待の被害に遭うなどした要保護児童等への適切な支援を図るため、要

保護児童等対策地域協議会にて関係機関間の情報共有や支援策の検討に

係る協議等を行います。 

福祉相談課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

代表者会議 １回／年 

実務者会議 10回／年 

代表者会議 １回／年 

実務者会議 10 回／年 

 

 

基本施策２ 貧困世帯への生活支援の展開 

●貧困状態にあるこどもの、心身の健やかな成長を保障するため、教育への支援や健康的な生

活習慣の確保に向けた支援を充実させます。 

●貧困状態にある世帯の経済的負担の軽減に努めるとともに、各種法制度に基づく適切な支援

を提供し、その自立を支援します。 

 

○● 主な取り組み ●○ 

こどもの学習・生活支援事業 

家庭の経済状況により、十分な学習機会を得られないこどもに学習機会

を提供し、こどもの高校進学や学歴の向上、将来の自立に向けた支援を図

ります。 

福祉相談課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

実施（生徒数５名） 実施（生徒数 10名） 

 

小中学校就学援助事業 

経済的理由により小中学校の教育費の負担が困難である家庭を対象に、

給食費や学用品費、修学旅行費等の費用助成を実施します。 
教育総務課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

制度に基づいて実施 制度に基づいて実施 
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児童放課後学習支援事業（放課後子ども教室）【再掲】 

小中学校において、放課後の時間を活用し、学校の教室において学習支

援サポーターと連携しながら学習支援や学習相談を行い、基礎的な内容を

身につけるための場を提供していきます。 

学校教育課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

「わからないことがわかるようになった」 

小学生：93％、中学生：91％ 

（参加者アンケート・令和５年度実績） 

「わからないことがわかるようになった」 

小学生：95％、中学生：95％ 

（参加者アンケート） 

 

フードドライブ事業 

生活困窮世帯に向けた食糧支援の一環として、回収ボックスを設置し、

寄贈された食料を、フードバンクふじのくにを通じて提供するフードドラ

イブ事業を実施します。また、社会問題となっているフードロス対策にも

寄与する取り組みであることから、広報紙や市ホームページ、市公式ＬＩ

ＮＥを活用した事業の周知を図ります。 

社会福祉課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

広報まきのはらや市ホームページ、市公式 

ＬＩＮＥ等での事業を周知する 

周知を継続実施 月１回 

強化月間の周知 年２回 

 

こども食料支援事業 

こどもの貧困対策の取り組みとして、さまざまな家庭環境により支援を

必要とするこどもたちを対象に、給食のない長期休暇期間の前に「フード

バンク事業」を利用した食料の提供、支援制度等の情報提供や、困りごと

の個別相談を行います。 

福祉相談課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

夏休み・冬休み・春休みの前に延べ 79世帯・

164人に食料を提供（令和５年度実績） 
各長期休暇前の実施を継続 
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こども医療費助成事業【再掲】 

こども（18 歳になった年度の年度末まで）の入院・通院に係る医療費

を助成します。また、近隣市町の動向や保護者からのニーズを踏まえて、

入院時の食事標準負担額の助成について検討していきます。 

子ども子育て課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

通院・入院に係る自己負担無料 
通院・入院（食事代含む）に係る 

自己負担無料 

 

母子父子寡婦福祉資金貸付事業【再掲】 

母子家庭等を対象に、こどもが進学するために必要となる修学資金・生

活補給資金等を貸与します（静岡県事業）。本市においては、県への申請

手続きのサポートを行います。 

子ども子育て課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

制度に基づいて実施 制度に基づいて実施 

 

母子家庭等自立支援給付事業（高等職業訓練促進給付金の支給）【再掲】 

ひとり親家庭の経済的自立を支援するため、ひとり親世帯の保護者を対

象に、指定教育訓練講座（パソコン、医療事務等）を受講する経費の一部

を助成します。 

子ども子育て課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

制度に基づいて実施 制度に基づいて実施 

 

母子家庭等自立支援給付事業（自立支援教育訓練給付金の支給）【再掲】 

ひとり親家庭の経済的自立を支援するため、ひとり親世帯の保護者を対

象に、看護師や介護福祉士、保育士等の専門職を養成する機関に就学する

経費の一部を助成します。 

子ども子育て課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

制度に基づいて実施 制度に基づいて実施 

 

養育費請求への支援【再掲】 

ひとり親世帯に対し、養育費の請求等に必要な手続きについての情報提

供を行います。 

子ども子育て課 

福祉相談課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

児童扶養手当等相談時に適切に案内 児童扶養手当等相談時の適切な案内を継続 
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家計相談支援事業（法人等による委託事業） 

お金の使い方に課題がある子育て世帯や借金に関する悩みを抱える子

育て世帯に対し、家計相談支援員が関係機関と連携しながら助言を行うこ

とで、家計管理能力の向上を図ります。また、困窮世帯に対し、利用可能

な各種制度の紹介と利用申請への支援を行います。 

福祉相談課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

法人等への委託により実施 

新規プラン数 11件 

法人等への委託により実施 

新規プラン数 14件 

 

ひとり親家庭就労支援事業【再掲】 

公共職業安定所（ハローワーク）と連携しながら、ひとり親家庭への就

労支援を行います。 
子ども子育て課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

求職相談を受けた場合にハローワークへ 

速やかに求職者情報を提供している 

相談者とハローワークを速やかにつなぐ 

ことにより、円滑な就労支援を継続する 

 

放課後児童クラブ利用における負担軽減 

生活保護世帯および市民税非課税世帯、児童扶養手当受給世帯を対象

に、放課後児童クラブの利用料を全額免除・半額免除とします。 
子ども子育て課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

制度に基づいて実施 制度に基づいて実施 

 

税金、保険料等の軽減・免除 

所得条件等の理由に当てはまる国民健康保険加入者の国民健康保険料・

国民年金保険料の軽減を行います。 

税務課 

国保年金課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

制度に基づいて実施 制度に基づいて実施 

 

生活保護 

生活に困窮するすべての市民に対し、その困窮の程度に応じて必要な保

護を行うことで、最低限度の生活を保障し、その自立を支援します。 
福祉相談課 

現状（令和６年度） 目標（令和 11年度） 

実施 

保護率 2.35‰ 

実施 

保護率 2.9‰ 

 

 

 


